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３2	文部科学省・「総合型地域スポーツクラブについて」

おわりに

この論文で研究の対象とした「総合型地域スポーツクラブ」については，大

学院の講義の際に，元Ｊリーガーであった新井辰也君と，フィンスイミングの

元世界学生選手権代表で，今年度アジア選手権日本代表である清水咲希さんが

修士論文の対象としており，また清水優大君も「シビック・プライド」の視点

からこれを活用していたことから，彼らの協力を得て表 ３ が作成できた。彼ら

の協力にこの場をかりて謝意を表わしたい。

� 249

政党組織の変容とカルテル政党論

浅　井　直　哉

１ 　政党組織の変容と政党研究

「カルテル政党」（cartel party）論は，政党組織の新たな形態を説明するもの

として提起された。当初，カルテル政党論は極めて理論的な内容であったが，

現存する政党を対象とした実証研究においては，カルテル政党の特徴がみられ

るか否かという問いに関心が向けられ，政党組織そのものの分析はなされてこ

なかった。本稿は，当該テーマに関する先行研究において実際の政党がカルテ

ル政党であるか否かを検証してきたにもかかわらず，分析において，なぜ政党

組織の変化という点が見逃されることになったのかを明らかにする。

従来，政党は，党費や寄付を主な資金源にしており，活動や組織の規模を広

げるために，より多くの党員や支持者を確保し，資金規模を拡大してきた。し

かし，今日では，多くの政党が公的助成制度を通じて活動資金を獲得するよう

になっている。カッツ（Richard S. Katz）とメア（Peter Mair）は，この点に注

目し，既存の政党がカルテル政党の特徴を示していると指摘した（Katz and 

Mair 1995）。

彼らの議論は，世界中で賛否を巻き起こし，政党組織の一つのタイプとして

カルテル政党は位置づけられるようになった。その後，「カルテル政党」を通

過点とし，「ビジネス─企業政党」（business-firm party）や「フランチャイズ政

党」（franchise party）などといった新たなタイプが論じられている（Krouwel 

論　説
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2012; Carty 2004）。クロウウェル（André Krouwel）によると，現存する政党に

は，政治的企業家が個人的な資本を投入して結成されたものがあるという

（Krouwel 2012）。カーティ（R. Kenneth Carty）は，マルチレベルの視点から政

党組織を捉え，同じ政党名を冠した組織であったとしても，地方ごとに異なる

争点を抱えていたり，異なる文脈で政治が行われていたりする場合に，中央本

部との結びつきの緩い地方支部の発生がみられると指摘し，そのような政党を

フランチャイズ政党と表現した（Carty 2004）。クロウウェルやカーティの議論

は，政党の資金源や中央地方関係などに注目しており，カルテル政党論との関

連性を持つ。

現在の政党研究において，「カルテル政党」は政党の一つのタイプとして定

着した。その意味では，現時点でカルテル政党に改めて注目する意義は乏しい

ように思われる。しかしながら，カルテル政党論よりも前の議論とそれ以降の

議論とを見比べると，カルテル政党論には，これまでに取り扱われてこなかっ

た論点が盛り込まれていることがわかる。

これまでの政党組織の類型においては，デュベルジェ（Maurice Duverger）

による「幹部政党」と「大衆政党」という二つのタイプを出発点として，キル

ヒハイマー（Otto Kirchheimer）による「包括政党」の提起を経て（Kirchheimer 

1966），カッツとメアによるカルテル政党の登場へ至る系譜がみられた。近年

は，既成政党の変化を念頭に置いたものではなく，ヨーロッパ諸国を中心にみ

られる新党をどのように捉えることができるのかに目が向けられるようになっ

ている。影響力を持つ新党の参入により政党研究の間口が拡大し，組織的特徴

の分析視角にも変化がみられるようになった。カルテル政党以前の議論とそれ

以降の議論は，既成政党の変化を取り扱うものと，新党の特徴を論じるものと

に二分できる。政党の変化に言及する議論のうち，政党研究において一定の定

着をみたものはカルテル政党論を最後に更新されていない。

政党組織論の系譜を振り返ると，政党の変化が意識されていたことは明らか

である。この点に注意が払われたのは，カルテル政党に関する理論的な議論の

段階にとどまり，実際の政党がカルテル政党であるか否かに目を向けた議論に
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おいて，政党組織の変化は見逃されてきたため，政党組織の変化がどのように

進行するのか，政党をとりまく環境と組織の変化との結びつきがどのようなも

のであるのかといった問題は，正面からとり上げられていない。これは，カル

テル政党論に残された課題であるとともに，政党組織の類型を行う際に，組織

の変化を見落とす危険がある。本稿は，以下においてカルテル政党論に関する

先行研究を振り返ることによって，なぜ，変化に着目した議論が進められな

かったのかを論じる。

次節では，これまでに蓄積されてきた議論を振り返り，カルテル政党の特徴

を再確認する。第 ３ 節では，現存の政党がカルテル政党であるか否かを検証し

た研究に注目して，どのような枠組みを用いて分析が行われ，どのような場合

にカルテル政党の特徴が確認されると結論づけられているのかを検討する。第

4 節では，第 2 節と第 ３ 節での議論をもとに，カルテル政党論をめぐって，組

織変化への視点が精緻化されなかった要因を指摘する。

２ 　カルテル政党の主要論点

カルテル政党は，1995年にカッツとメアによって提起された政党のタイプの

一つである。彼らによれば，政党は党員数の減少などといった政治的および社

会的な変化によって変容し，適応を遂げ，社会─国家関係における仲介役では

なく国家機関（State of Agent）としての役割を果たすようになるという（Katz 

and Mair 1995）。

このような現象は，政党が国家の管理するマスメディアへ容易にアクセスで

きるようになった点や，主なリソースを国家から獲得するようになった点から

説明される。後者の具体例として，公的助成制度の導入が挙げられる。公的助

成制度は，現在までにおよそ３0か国で採用されており（Biezen and Kopecký 

2014）１，今や多くの民主主義諸国に普及している。カルテル政党論において，

政党が公的助成を受けることは，政党が社会との接続を断ち，国家との接続を

維持するようになったものとして捉えられる。
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しかしながら，クール（Ruud Koole）は，政党が今なお国家と社会を紐帯し

ていると同時に，国家に接近していくことは新しい現象ではないと指摘してい

る（Koole 1996: 517）。彼によれば，政党が国家の側に接近していくとしても，

社会との接続を断っていることは示されないという。与党と野党は，公的助成

や政治過程におけるポスト配分など，一部の政治的リソースを共有する一方で，

選挙による競合関係を維持し続けている。さらに，政党が投票を通じて有権者

の意思を委ねられている点を踏まえると，クールの指摘するように，政党と社

会との接続が断たれたとはいえない。カッツとメアは，クールの批判を受け，

政党が国家に接近したとしても，社会との離別は意味されないとして議論を修

正している（Katz and Mair 1996: 527）。

ここでは，カッツとメア，あるいはクールのどちらかの議論を支持しようと

いうのではなく，二つの議論より，カルテル政党論の特徴を明らかにする。と

りわけ，国家，社会，政党の関係に注目する。クールは，国家と社会の接続が

維持されているとともに，政党が社会との接続を断ちきっていないとしており，

政党が国家に接近していたり，政党が国家に一部を包含されていたりすること

を否定しない。彼らの議論は，政党が国家の側という公的な領域に軸足を置い

ているという点で，見解が一致している。政党は，選挙競合における公職者の

確保を通じて公的な性格を獲得する。カルテル政党論では，このプロセスに加

え，リソースを国家から獲得することによっても公的な性格を帯びることを示

している。

カルテル政党は，複数の政党が結託して，政党間の「カルテル」を形成する。

複数政党による共謀関係の構築は，カルテル政党の主な特徴の一つとなる。従

来の政党研究において，政党は他党と政治的リソースをめぐって競合するアク

ターとして認識されていた。サルトーリ（Giovanni Sartori）の定義にもあるよ

うに，政治集団と政党を区別する際には，選挙競合に参加するか否かが重要視

される ２。カルテル政党論では，政党が選挙で競合し続けていることを前提と

しながらも，選挙期間以外の場面における政党間の相互作用に特徴を見出して

いる ３。政党が選挙での勝利を目指すことに変わりはないが，政党間カルテル
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という指摘は，政党間の相互作用を考えるための新たな視点を示唆するものと

なった。

当初，カルテル政党論では，既存の複数政党が自らの生存という共通の利益

を実現するために公的助成制度を導入してカルテルを形成し，新党や小党の参

入を阻害するとされていた。クールは，この点を批判しており，カッツとメア

はそれを受け容れている。彼らが認識を改めたことにより，既成政党は，新党

や小党が政党間競合に加わることを阻害しようとして公的助成制度の導入を押

し進めたわけではないという理解が共有されるようになった。それでは，政党

間カルテルはどのような場合にみられる現象なのであろうか。

カルテル政党は自らの生存を一義的な目的として設定し，それに沿うかたち

で活動する。公的助成が新党や小党を排除しないとしても，政党に対して活動

資金を安定的に供給するため，助成を受けとる政党とそうでない政党との間に

資金的な差異が生じるのは明らかである。政党が政策決定過程において最も影

響力を行使できるアクターであることを考えると，助成制度の修正やマスメ

ディア利用に関する制限のように，自由裁量にもとづいて使用できる国家資源

の総量を拡大しようとする場合に，政党間での共謀関係を確認できる。

異なるレベルにおいても，カルテル政党の特徴がみられる。政党組織の目的

が変わると，組織の戦略にも変化が生じる。カッツとメアによれば，カルテル

という用語は複数政党間での関係を意味しており，それだけでは政党の組織的

な特徴を示すことにならないものの，政党同士の共謀関係が政党組織の内部に

影響を及ぼすため，結果的に，カルテル政党を政党組織のタイプとして扱うこ

とができるという（Katz and Mair 1995）４。彼らは，カルテル政党にみられる組

織内部の変化として，組織の構成員間の関係の変化を挙げる。

政党組織を構成する要素の一つに党員がある。各党員は政党組織に参加する

インセンティブを持っており，候補者選定過程や党首選出過程の有権者となる。

一般的に，いかなる政党であっても，候補者や党首の選出過程に参加すること

ができるのは党員に限られ，党員と非党員とは明確に区別される。しかし，カ

ルテル政党の場合には，党員と非党員との境界が曖昧になるとともに，政党が
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全ての有権者に対してキャンペーンを展開するため，政党に所属することから

生まれる便益や特権的な権利が党員にもたらされにくい。カルテル政党におい

ては，党の活動や決定へ参加するのに党員登録のような手続きを必要としない。

カルテル政党論において，党員と非党員の区分は，このように曖昧化した関係

が想定されている。

大衆政党モデルと異なり ５，非党員にも党員と同様の権利が与えられるため，

党員の役割と所属に対するインセンティブは低下する。一定のコストを支払っ

てまで党への忠誠を示そうとする有権者は減少しており，政党と支持者の関係

は緩やかなものになった。有権者の判断のみで政党への接近や離脱が可能に

なったため，個人が政党の意思決定過程に直接参加できる環境がもたらされる ６。

その結果，地方における政党組織の力が弱まり，中央の意思決定に関与するこ

とが困難となる。

しかしながら，中央本部が地方組織を消滅させることはなく，むしろ一定の

自律性を付与する。中央本部への影響力の行使は制限されているものの，地方

組織は，彼らの管轄地域における課題，地方議員の候補者選定などにおいて一

定の裁量権を持つことが認められている。中央本部は，自由裁量を容認する見

返りとして，地方組織に対し，支持層の拡大を含めた新たな「参加」を促すこ

とを期待している。こうして，中央─地方関係は相互自律的な関係に移行して

いく。カッツとメアは，この点について政党組織が階序制（hierarchy）から階

層制（stratarchy）に変化していると述べている。

彼らは，政党の内部アクターを「公職における政党」（the party in public 

office），「中央本部における政党」（the party in central office），「地方における政

党」（the party on the ground）の三つの側面に分類している（Katz and Mair 

199３）。カルテル政党における三つのアクターの関係は，「公職における政党」

が，他の二つの側面に比べて優位に立つ（Katz and Mair 2009）。三つの側面と

いう概念は，中央本部，地方組織に議会政党を加えたものであり，これらは，

党内権力に接近する可能性がある。それに対して，クールは，政党組織の内部

に連邦制化（federalization）の傾向があると指摘している（Koole 1996: 518）。た



254 法 学 紀 要　第61巻

全ての有権者に対してキャンペーンを展開するため，政党に所属することから
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とえば，地方選挙のように，地方が中心的な活動領域となる場合であったとし

ても，同じ政党組織であるため，国政のイメージが少なからず影響する。地方

は自律性を要求するとともに，自らが望むかたちでの政策決定やキャンペーン

が展開されるように，中央本部に干渉する。

ここで注目する必要があるのは，組織の構造を階層制と捉えるか連邦制化と

捉えるかではなく，両者とも，地方組織に一定程度の自律性がみられると指摘

している点である。地方組織は，中央本部からのコントールを受けずに，有権

者の動員や組織化といった機能を果たす。そのため，両者の間に強い結びつき

はみられない。中央本部は，有権者の日常的な動員やコントロールを地方に委

任している。

カルテル政党の特徴は，これまでみてきた三点に集約できる。第一に，政党

が国家に接近していく点である。カルテル政党は，包括政党以前の政党と異な

り，活動に必要なリソースを国家から獲得している。このとき，社会との接続

が断ち切られているということは意味されない。第二に，政党間での共謀関係

が挙げられる。これは，公的助成制度が新党や小党を排除するというメカニズ

ムで生じるものではなく，既成政党に有利な制度を，既成政党自らが構築する

という点から説明される。最後に，組織内部の傾向が挙げられる。カルテル政

党は，組織の意思決定がトップダウン的ではなく，中央と地方がそれぞれに自

律性を有しており，紐帯が緩やかな組織を持つ。

３ 　カルテル政党論の展開

⑴　国家と政党の接近

本節では，カルテル政党に関する先行研究において採用されている分析枠組

みを整理する。まず，政党が国家にどの程度接近し，浸透しているかという点

にかかわる枠組みを検討する。カルテル政党論において，政党と国家の接近と

は，政党が国家にリソースを依存するという状態を意味する。すなわち，政党

が国家から活動資金を提供されているという現象のみでは，政党が国家に接近
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しているという特徴が示されているとはいえない。政党と国家の接近を明らか

にするためには，政党が国家にリソースを依存しているか否かを検証する必要

がある。では，どのような状況を依存状態として位置づけることができるので

あろうか。

カルテル政党は，従来の政党よりも国家に接近したと考えられており，この

点は先行研究においても示されている。デターベック（Klaus Detterbeck）によ

れば，ドイツの政党は，公的助成への依存と，公費から給与が支給されている

スタッフへの依存が確認されるために「国営化」しているとされる。しかしな

がら，政党の収入における党費の割合が20 ～ 25％を占めているとともに，労

働組織や企業団体の党派性が残存している場合があることから，社会との接続

を喪失したとはいえない（Detterbeck 2005: 18３）。デンマークにも類似の傾向が

みられ，総収入に占める公的助成の割合が上昇しながらも，党員拡大を志向す

る戦略を採用していたり，労働組織や企業団体の影響力が残されていたりする

という。クールが指摘したように，政党が社会との接続を維持したまま，国家

に接近していると理解できる事例が存在する ７。

カルテル政党は国家からリソースを調達する。公的助成を受けていたとして

も，政党が活動に必要なレベルの資金を私的領域から確保しているならば，活

動費を主に党費で賄っていた大衆政党の特徴に類似し，活動に必要なリソース

を国家に依存しているとはいえない。したがって，政党が獲得する資金のうち，

公的助成がもっとも大きな割合を占めているときに，政党が国家に対して依存

状態にあると考えられる。

ヤング（Lisa Young）は，カナダの政党がカルテル政党か否かを分析した際

に，政党収入における公的助成の割合が最も大きいか否かを一つの基準とし，

大きな場合をカルテル政党とした。彼女によれば，このような状況が観察され

たとき，社会と政党との紐帯が弛緩したものと捉えられるという。ヤングは，

カナダにおいても公的助成が実施されているが，各政党の活動費の内訳をみる

と，寄付金が約 6 ～ 9 割を占めており，カナダの政党はカルテル政党に該当し

ないという見解を示したのであった（Young 1998: ３52）。
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政党収入における公的助成金の割合という視点は，スロベニアの政党を分析

したクラソベック（Alenka Krašovec）とホートン（Tim Haughton）によっても

採用されている ８。彼らによれば，各政党の年次予算における公的助成の割合

は，すべての政党において60％以上であり，高いものでは95％になっていると

いう。スロベニアの政党は，公的助成に大きく依存しており，組織の維持に際

して，社会との接続よりも国家との接続が重要な要素となっている。以上の点

から，彼らは，公的助成制度にもとづく分析において，スロベニアの政党がカ

ルテル政党へと変容しつつあるとしている（Krašovec and Haughton 2011: 204）。

このように，政党は社会との接続を断ち切らないまま国家に接近していると

いう見方が支持されている。言い換えると，カルテル政党と判断される際には，

社会から国家の側に軸足を移したのか否かが問われる。公的助成を用いて，政

党が社会と国家のいずれを重視しているのかを考えるとき，まず，公的助成が

定期的に行われているか否か，すなわち，国家から政党に対して，定期的な資

金が供給される制度が存在しているか否かを確認しなければならない。選挙公

営のように，期間が限定されるものでは不十分であり，あくまでも恒常的な資

金源になり得る制度の有無を確認することが求められる。次に，政党の収入に

おいて，公的助成が相対的に最も大きな割合を占めているか否かを検証する必

要がある。この点は，資金的なリソースにおいて，社会よりも国家に対する依

存性が大きく示されるか否かを検討することを目的にしている。カルテル政党

としての特徴は，公的助成という収入源が他の収入源よりも大きな割合を占め

ているときに示される。

⑵　政党間カルテルの形成

次に，政党間カルテルの形成は，既成政党が公的助成制度を導入し，国家か

らのリソースを独占する現象として想定されていた（Katz and Mair 1995）。し

かしながら，カルテル政党論では，公的助成制度が必ずしも新党および小党を

排除するわけではないとされる。

デターベックによれば，公的助成が新党や小党の生存に有効な制度として機
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能しているケースがあるという（Detterbeck 2002: 186）。これは，公的助成の受

給資格が緩やかに設定されていることに起因して，新党や小党の生存が容易に

なる。逆に，受給資格が高く設定されている場合，新党および小党が公的助成

を受けとることは困難になるため，既存政党に有利になる。したがって，公的

助成制度の有無のみでは，政党間カルテルが形成されているか否かを判定する

ことができない。

他にも，政策過程分析を通じて，政党間カルテルが形成されているか否かを

検証しているものが挙げられる。これらの研究において，政党間カルテルとは，

与野党を超えた複数政党による共謀関係を指す。具体的には，それらの政党が

政策過程において共通した行動をとることとして認識されている。マッキ

ヴァー（Heather MacIvor）は，政党間カルテルが形成されているか否かを判定

するために，政策決定過程の分析を援用した（MacIvor 1996）。彼の分析では，

政党の利己性や自己保全にかかわる領域の政策を対象として，与野党を超えた

政党間協力がみられるか否かをとり扱っている。

クラソベックとホートンは，政党の利益にかかわる法案採決時の議員行動に

注目した。具体的には，政党組織や選挙キャンペーン，議会における部局の設

置などに関する法案採決時において，各議員がどのような投票行動をとってい

るかを検証している。クラソベックとホートンは，与野党を問わず，議員が法

案採決時に共通した投票行動をとっており，政党間での共謀関係がみられると

指摘した（Krašovec and Haughton 2011: 207）。

しかしながら，政策決定過程において与野党間の協力は珍しい現象ではなく，

議員間の協調的な行動は通常の政治過程において一般的なものと考えられる。

カルテル政党論において，分析対象とする政策を選択する際の基準は提示され

ておらず，政党間の「協調」と「共謀」の区別も明確化されていない。政策過

程分析を用いた判定は，政策の内容と与野党の行動パターンをどのように解釈

するかによって見解が異なるため，不確実性をともなう ９。

カルテル政党と政策の関連における別の側面として，カッツとメアは，主要

政党間の政策が類似していくことも指摘している。しかしながら，この点を明
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らかにすることも困難な作業となる。クールは，各政党の綱領が似通っていた

としても，政党は選挙民の代表として選挙競合を展開すると主張する（Koole 

1996）。彼の見方によれば，政策の類似とは，各政党が有権者からの投票を獲

得するために合理的な判断を行った結果である。すなわち，主要政党間にみら

れる政策の類似性が，選挙競合に起因するものであるのか，それともカルテル

政党に起因するものであるのかを区別するには，それぞれの事例における政治

的文脈に沿って検証される必要があり，指標の一般化は難しい。

この場合の政策分析の目的は，政党間に共通してみられる行動に焦点を当て

ることである。しかし，法案や政策領域によって，与党提出法案に野党が賛成

する事例は珍しくない。では，どのような手続きを進めることにより，与野党

間の協調が各党の判断によるものなのか，政党間カルテルの徴候であるのかの

判定が可能になるのか。この点は，前項でとり上げた政党と国家の接続の強化，

すなわち，公的助成制度と結びつけて考えることが有効となる。

ある野党が与党提出法案に賛同する場面がみられたとして，そのような協調

的な行動が政党間カルテルによるものか否かを考えるには，その野党が助成と

自主財源のどちらを主な収入源としているかに注目する必要がある。たとえ，
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活動にかかわる政策に限定して，与野党を超えた協調関係がみられるか否かを
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に結びついており，それぞれが自律性を有している点にみられる。地方組織の

自律性とは，地域ごとの問題解決や候補者選定を独自に行う権利を有している

こととして理解される。しかし，党内においては，議会政党，すなわち公職に

おける政党が最も権力に接近している。議会政党の優位性は，どのように測定
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することが可能であろうか。

三浦まりは，日本において，民主党がカルテル政党的な行動原理を優先的に

採用したため，子ども・子育て支援政策における政策転換が限定的なものにと

どまったと指摘している（三浦 : 201３）。三浦によれば，民主党は有権者の代表

機関としてではなく，国家の統治機関としての性格を強めて，政策決定を行っ

たという。言い換えると，子ども・子育て支援政策をめぐって，民主党は選挙

対策ではなく，国家側の立場を重視した。三浦の研究は，民主党がカルテル政

党であるか否かを分析するものではないが，カルテル政党論の文脈において，

各党がある争点に対して示す態度に注目することの重要性を示唆している。各

党の方針が党内においてどのようにまとめられたのか，党内意思決定過程を分

析することで，議会政党の影響力をみることができる。

また，クラソベックとホートンは，候補者選定過程の分析を通じて，推薦権

と決定権の所在について検討している。スロベニアにおいて，多くの政党は，

中央本部が候補者を選抜し，地方組織や利益集団に提案するという方式を採用

している。中央本部は，打診に対する地方組織からの反応を踏まえ，最終決定

を行う。クラソベックとホートンは，たとえ，党員が候補者を推薦できたとし

ても，決定権は中央本部にあることから，候補者選定過程において最も影響力

を発揮するのは中央本部であると論じた。それゆえ，議会政党よりも中央本部

が強力な権限を持っており，カルテル政党の特徴はみられないと結論づけてい

る（Krašovec and Haughton 2011: 20３）。これらの先行研究に依拠すると，政党内

部における優位な党内アクターは，政策の方向性を決定する際や，選挙に際し

ての候補者を選定する過程を分析することで特定が可能になると考えられる。

４ 　カルテル政党論の課題

クラソベックとホートンは，上記に挙げた三つの特徴を切り離して検証する

ことにより，現存する政党がカルテル政党の特徴を有しているか否かについて

注目した。彼らの議論からはカルテル政党に関する重要な知見がもたらされた
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といえる。しかし，彼らがカルテル政党の特徴に合致しないとした点に関して，

その後，議論の進展はあまりみられない。カッツとメアがいうように，政党間

関係の変化が政党組織の変化をもたらすのであるならば，政党間カルテルが形

成された後は，議会政党が優位な立場を獲得することになる。政党間でのカル

テルが形成された結果として，政党への公的助成が始まる。これらの三つの特

徴はどのように結びついているのか。組織の変化に着目した経験的な分析が進

められなかった理由は，この点に注目することによって明らかになる。

ヤングは，包括政党からカルテル政党への変容を生じさせる現象がそのまま

カルテル政党の特徴として論じられているために，特徴同士の因果関係を説明

することが困難になったと指摘している（Young 1998: ３42）。そこで，ヤングは，

公的助成制度の導入に論点を限定し，カルテル政党への変容を図 1 のようなメ

カニズムとして把握しようとした。

図 １　カルテル政党の発生メカニズム

・ コストの上昇と参加
の減少

→
・政党間での共謀
・ リソース獲得のため，

国家へのアプローチ
→

・ 政党は国家助成に一
層依存

・ 市民社会とのつなが
りを希薄化

・ カルテル政党の特徴
を帯び始める

出所　Young, ‘Party, State and Political Competition in Canada:
　　　The Cartel Model Reconsidered,’ p. ３42.

政党変化の前段階である「コストの上昇と参加の減少」とは，選挙キャン

ペーンや日常的な政党活動にかかるコストが上昇することと，政党への有権者

の参加が減少することを示している。これは，政党を取り巻く環境の変化を意

味しており，カルテル政党をめぐる初期の議論においても論じられている。カ

ルテル政党は，このような変化に対応するべく，主要政党間で結託し，リソー

スを国家から獲得できるような制度を構築する。政党は政治的および社会的変
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化に対応して，まず主要政党間で共謀関係を形成し，次に公的助成制度を導入

する（Katz and Mair 2009: 756）。

この過程を詳しくみると，包括政党からカルテル政党への変化は，党員数の

減少や有権者の党派性の低下，マスコミュニケーションの発達などといった政

治的および社会的変化を契機としている。政党は支持者の拡大ではなく，自ら

の組織の維持を第一義的な目標に設定する。それにともない，得票の最大化で

はなく，選挙で敗北することによって生じるリスクの減少を図る。カルテル政

党は，選挙競合に参加しながらも，組織を維持できる程度の勢力を確保するこ

とを優先する。その結果，政党の組織にも変化が生じる。支持拡大が最重要課

題ではなくなるのにともない，地方組織の有効性が低下し，リソースの配分権

を掌握する議会政党の優位性が相対的に上昇する。これは，地方組織が地方に

ついて決定権を獲得することにもつながるため，地方組織が自律性をもつこと

につながる。このとき，各政党は他の政党が戦略を変更していることを十分に

認識していない。カルテル政党に変化する政党は，他の政党に同調するのでは

なく，それぞれが独自に戦略を変更する。

環境の変化を前にして，最初に変化がみられるのは政党内部の方針である。

ただし，この時点での変化は，組織構造の変化をもたらすものではなく，新た

な資金源をどこに求めるかという方向性の切り替えである。これが後の公的助

成導入につながり，実際に資金的な依存に結びつく１0。各党が以上のような方

針転換を進めていく中で，政党は自らの利益と他党の利益が共通することを認

識し，共謀することによって，均衡点となる公的助成制度を導入する。公的助

成に依存する政党は，以上の過程を経ている可能性がある。

この見方は，カルテル政党に至る最終的なフェーズを公的助成への依存とし

て捉えるものである。しかし，前節でみたように，カルテル政党の特徴が既存

の政党にみられるか否かをめぐる議論において，公的助成はすでに導入された

ものとしてとり扱われ，その後，さらなる政党間カルテルがみられるか否か，

内部組織の権力関係はどのようなものであるのかに目が向けられていた。カル

テル政党の特徴を検証するために採用されてきた枠組みは，ある政党がカルテ
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ル政党に変化していく過程を分析するのではなく，ある時点において，ある政

党にみられる「カルテル政党の程度」を検証している。

ある政党をカルテル政党であるとみなせるのか否か，すなわち「カルテル政

党の程度」の検証には，無意識のうちに，以下のような手続きが含まれている。

まず，国家との接近を測定するために，公的助成への依存度に注目することで

ある。公的助成を主な資金源としていない場合は，国家よりも社会とのつなが

りの方が影響力を持っているとみなされ，カルテル政党の特徴を持たないこと

になる。助成への依存が高い場合は，政党同士が与野党の壁を越えて協力する

ような場面がみられるか否かの検証に進む。このとき，一般に起こり得るよう

な協調ではなく，政党の利益や行動にかかわる政策における協調に焦点が限定

される。通常と異なる政党間の協力関係が形成されるとき，政党間カルテルが

みられるという判断に至る。第三に，議会政党同士が結託することによって，

特定の政策における政党間の協力がなされるという前提から，議会政党が党内

での最終的な意思決定権をもつか否かに目が向けられる。候補者選定の分析が

行われるのは，議会政党が決定権をもつとすると，候補者を決定する段階にお

いても議会政党が有力な地位にあるという推論にもとづいている。

図 ２　カルテル政党をめぐる事例（実証）研究の手続き

公的助成への依存 →
政党の利益や行動に
かかわる政策への協力

（政党間カルテルの形成）
→

組織内における
議会政党の優位性

出典　筆者作成。

この過程は，カルテル政党の程度を測定する基準であり，あくまでも，対象

とする政党を絞り込むものである。もともと，カルテル政党論には，政党組織

の変化という視点が包含されていたが，この手順からでは変化のつながりが明

らかにされない。ある政党を対象にして，カルテル政党の程度がどの程度であ

るのかという点に関心が集められた結果，事例研究（実証研究）において，政
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党組織の変化のメカニズムの検証が困難なものになった。もちろん，カッツと

メアが組織変化の過程について明確な見解を示していないことも指摘しておく

必要があり，この点がカルテル政党論に残された課題の一つとなる。カルテル

政党論において先行研究が蓄積されてきたとはいえ，共通の理解が広範には形

成されていないように思われる。

本稿は，カルテル政党論をとり上げ，経験的な研究において組織変化という

論点が見逃された要因を指摘した。第一節でふれたように，昨今の研究関心は

新党に向けられており，実際に，今日における新党をどのように位置づけ，ど

のように解釈するのかは重要な問題となる。新党が存在感を急激に増している

からといって，既存の政党が隅に追いやられ，影響力を喪失したわけではない。

カルテル政党，あるいは政党，社会，国家の関係は不変のものではない（Katz 

and Mair 2018; 127）。そうであるならば，政党組織の変化に目を向けて，変化の

メカニズムがどのようなものであるのか，政党が変化する要因とは何であるの

かを今一度考えなおすことは，今後の政党研究においても欠かすことのできな

い論点であろう。
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and Mair 2018; 127）。そうであるならば，政党組織の変化に目を向けて，変化の

メカニズムがどのようなものであるのか，政党が変化する要因とは何であるの

かを今一度考えなおすことは，今後の政党研究においても欠かすことのできな

い論点であろう。
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注
１ 	ビーゼン（Ingrid van Biezen）とコペツキー（Pert Kopecký）は，カルテル政党を

念頭におきながら，国家と政党の関係をパターン化して分析している（van Biezen 
and Kopecký 2007; van Biezen and Kopecký 2014）。

２ 	サルトーリは，政党を「選挙に際して提出される公式のラベルによって身元が確認
され，選挙（自由選挙であれ，制限選挙であれ）を通じて候補者を公職に就けさせ
ることができるすべての政治集団である」（Sartori 1976 ［2000: 111］）と定義してい
る。

３ 	彼らは，クールが選挙競合の中身に目を向けているのに対して，政党間競合が展開
された後の結果に注目しているという見解を示している（Katz and Mair 1996: 5３0）。

４ 	カッツは，「個々の政治家の集合体と見なされ，彼らの再選欲求や戦略を反映するた
めに構造化されている」ものとして，政党を定義している（Katz 1980: 1３）。

５ 	大衆政党は固定的な支持基盤を持ち，支持者との強固な結びつきを有する。大衆政
党は，支持や活動資金といった政治的資源を支持者から確保するため，他の政党モ
デルに比べて議会外組織の影響力が強く，党員が組織の運営に大きな役割を果たす。

６ 	カッツとメアは後者の理解を採用している。
７ 	スイスとイギリスは，政党に対する国家からの直接的な資金提供が行われていない

ため，カルテル政党のネガティブケースとして扱われている。
８ 	彼らは，スロベニアの政党がカルテル政党であるか否かを検証するために，包括的

な分析を行っている。
９ 	もちろん，クラソベックとホートンのように，一定の基準をもって政策を分類し，

対象とするものを限定することは有効なアプローチである。
１0	Carty （2004） の他に，Bolleyer （2009） が同様の見解を提示している。


